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This paper focuses on the secondary effects of group-oriented contingencies in the field of behavior 

analysis. In Japan, bullying at school has been a serious problem. Bullying not only occurs among the 

classroom group but also its peer groups. Therefore, it is important to examine the bully reduction 

methods to the peer groups in the classroom as well. Group-oriented contingencies can be one of such 

effective methods. Through the literature review, one positive side effect of group-oriented contingen-

cies was found to be an increase of social interaction in the peer group. This phenomenon reportedly 

occurs spontaneously with language behaviors such as helping behavior and encouragement. Howev-

er, some negative side-effects such as peer pressure and peer harassment have also been reported. This 

paper, based on an overview of group-oriented contingencies methodology, seeks for the possible 

ways of reducing peer pressure and peer harassment.. 

 

1.はじめに 

 平成 25年にいじめ防止対策推進法が公布され、学

校現場では、いじめを防止するために様々な取り組

みが行われている。例えば、文部科学省(2015)は、

学校や学級が児童生徒にとって安心・安全な場にな

るような「居場所づくり」や、児童生徒の思いやり

や規範意識、他者や集団との関わりを大切にしたい

という意欲を育てる「絆づくり」が重要であると指

摘している。 

 森田(2010)によれば、現代のいじめ集団の構造は、

「加害者」「被害者」「観衆」「傍観者」の四層からな

っている。森田(2010)は、いじめがエスカレートし

ていくのは、いじめの加害者だけの問題ではなく、

直接手出しはしないが時にはやし立てたりする「観

衆」の層や、いじめを暗黙のうちに支持している「傍

観者」の層の問題も大きいことを指摘している。そ

して、いじめの進行を抑止する力が弱い学級集団は、

人間関係が希薄であり、いじめの被害者を孤立させ

てしまう傾向があると指摘している。 

 また、正高(1998)は、日本的ないじめが成立する

のは、加害者と被害者だけの関係だけが問題なので

はなく、それを黙認する傍観者の役割が大きいこと

を指摘している。正高(1998)によると、いじめを傍

観する層が 10％だといじめは成立しないが、30％が

傍観者にまわるといじめの歯止めがきかなくなって

くる。 

 大西(2015)は、小学校高学年と中学生を対象に行

ったアンケート調査の結果から、仲間集団へのアプ

ローチによって、いじめを予防する対策として、以

下の 3つをあげている。 

 

 1) 学級の享受感を高める 
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 2) 仲間集団排他性を低める 

 3) 裏切られ不安を緩和する 

 

 「学級の享受感」を高めるには、児童生徒にとって

学級が、楽しい居場所である必要がある。学級が児

童生徒にとって楽しい居場所であれば、いじめに対

する否定的な学級規範や風土が高まり、いじめが起

こりにくくなる。集団の排他性とは、自分の仲間で

あるかによって相手に対する態度を変えたり、自分

の仲間と活動することに比べ、仲間以外の児童と活

動することを楽しくないと感じたりする傾向(三島,

 2003)のことである。「仲間集団の排他性」を低める

ためには、学校行事や委員会活動、係や当番活動な

どの学級内での活動において、様々な児童生徒と共

に活動する場面を増やし、その活動において成功体

験を積ませることによって、他の児童生徒の関わり

においても楽しいことがあるという実体験を積ませ

ることが重要であると考えられる。大西(2015)は、

児童生徒の「裏切られ不安」を緩和させるためには、

学校行事やグループ活動の共同作業を通して、人と

の信頼関係の大切さを教えることが重要であると指

摘している。児童生徒間の信頼関係を高めるために

は、児童生徒に共通の目標をもたせ、共同作業の過

程で様々な葛藤を克服しながら、その目標を達成さ

せることが重要となってくるだろう。  

 以上のように、いじめを未然に予防するためには、

これまで行われてきた学級マネジメントの再考とこ

れまでにない学級集団に対するアプローチの方法論

を確立することが急務である。そこで、本稿では、

行動分析学の方法論の一つである集団随伴性

(group-oriented contingencies)を概観し、これまでの実

証研究の課題や成果を明らかにすることを通して、

学級マネジメントの方法論の一つとして集団随伴性

が有効であるかを検証する。 

 

2.集団随伴性の定義 

 行動分析学の方法論の一つとして、集団随伴性が

ある。集団随伴性とは、集団の中で 1人以上のメン

バーの行動に随伴して、前もって決定されていた強

化子が与えられるシステムのことである(Heering & 

Wilder, 2006)。 

Litow and Pumroy(1975)によれば、集団随伴性には、

次の 3つのタイプがある。 

 

1) 独立型集団随伴性（ independent group contin-

gency） 

2) 依存型独立型集団随伴性（dependent group con-

tingency） 

3) 相互依存型集団随伴性（ interdependent group 

contingency） 

 

独立型集団随伴性とは、集団全体に提示した目標

を達成した者にだけ強化子が与えられるという方法

である。例えば、100点満点のテストの合格点を 80

点と設定した場合、80点以上の点数をとった者にだ

け、シールなどの強化子を与えるという方法である

(表 1参照)。 

依存型集団随伴性とは、集団全体に目標を提示す

るが、ある特定のメンバー(一人もしくは小グルー

プ)が目標を達成した場合に、集団全体に強化子が与

えられるという方法である。例えば、ある学級で 100

点満点のテストを実施した際、教員が指名した児童

生徒が合格点である 80点以上の点数をとった時に、

学級全員に強化子が与えられる(表 1 参照)。この場

合、集団全員が強化子を獲得できるかどうかは、教

員が指名した児童生徒の結果に依存することになる。

そのため、依存型集団随伴性は「ヒーロー手続き

(hero procedure)」(Cooper, Heron, & Heward, 2007 中

野訳 2013)と呼ばれることもある。 

相互依存型集団随伴性とは、ある集団のパフォー

マンスが一定の基準に達した時、集団のメンバー全

員に強化子が与えられる手続きのことである。例え

ば、100 点満点のテストを実施した時、教員が平均

点 80 点を目標として掲げ、学級の平均点が 80点を

超えた時に、学級全員にシールなどの強化子を与え

たり、学級で全員遊びを行ったりできるようにする

(表 1参照)。 

 以上のように、集団随伴性は集団を対象とした方

法であり、3 つのタイプがある。どの方法を使用す

るかは、集団の実態や教員のねらいによって適切な 

ものを選択して実施することが重要である。 
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3.我が国における集団随伴性の実証研究 

 集団随伴性は、海外では 1960年代から、特に学級

マネジメントや集団行動のマネジメントにおいて広

く研究され、活用されてきた(小島・氏森, 1999)。我

が国における集団随伴性の研究は、大きくわけて 3

つに分類することができる。 

 

1) 発達障がい児や発達障がいの疑いのある児童生

徒のみでのペアや小集団に関する研究 

2) 通常学級に在籍する発達障がい児や特別な支援

が必要な児童・生徒に関する研究 

3) 通常学級における学級規模の介入に関する研究 

 

 発達障がい児や発達障がいの疑いのある児童生徒

のみでのペアや小集団に関する研究については、小

島・氏森(1999)や涌井(2006)が詳しい。集団随伴性を

タイトルに掲げている学術論文で、通常学級を対象

とした集団随伴性を適応した主な研究な先行研究を

表 2 に示した。 

 集団随伴性の手続きを用いた通常学級に在籍する

発達障がい児もしくは特別な支援を必要とする学級

に介入した実験は 5例であった。 

 田中・鈴木・嶋崎・松見(2010)は、小学校 3 年生

33 名(うち、不適切な発言の多い児童 3 名が在籍す

る）の学級で、異なる場面(朝の会、主に算数と国語)

で介入実施の時期をずらしその効果を検証する場面

間多層ベースラインを用いて、「いかりをおろそ

う！」の手続き(Lohann & Taierico, 2004 )をパッケー

ジとした相互依存型集団随伴性による介入を行った。

「いかりをおろそう！」とは、不適切な発言が基準

以下になった時、教員が黒板に提示している船

(Boat) にクリップ(鎖)をつけていき、そのクリップ

が一定数たまると、離れていた船といかり(Anchor)

がつながるという手続きで、離れていた船といかり

がつながった時、グループの児童全員に強化子とし

てシールが与えられた。この介入を行った結果、不

適切な発言が減少するなど、介入の効果が認められ

た福森(2011)は、発達障がい児 1 名を含む小学校 5

年生の児童 9名の学級で、異なる行動(係活動、5行

以上の 10 分間作文、今日のニュースの発表)に対し

て介入の時期をずらすことによって、その効果を検

証する行動間多層ベースラインを用いて、相互依存

型集団随伴性の介入を行った。介入を行った結果、

標的行動のパフォーマンスは向上した。 

 鶴見・五味・野呂(2012)は、小学校 3年生 32名(特

別な支援を必要とする児童は 2 名)が在籍する学級  

に対して、相互依存型集団随伴性をもちいて、給食

準備行動のパフォーマンスの向上と特別な支援を必

要とする 2名の児童と他の児童との相互作用につい

て検証する実験行った。実験デザインは、ベースラ

イン期(A)と介入期(B)を比較して介入の効果を検証

する AB デザインであった。介入期の(B)では、1)対

象児童への個別の介入、2)個別の介入と学級全体へ

の相互依存型集団随伴性による介入の組み合わせ、

3)個別の介入と学級全体への相互依存型集団随伴性

と班単位の相互依存型集団随伴性を組み合わせた介 

入が行われた。介入の結果、給食準備時間は短縮さ

れ、相互依存型随伴性のもとで適切な相互作用が促

進されることが示唆された。 

 若林・加藤(2012)はベースライン期(A)と介入期

(B：非依存型集団随伴性)および介入期(C：相互依存 

表 1 集団随伴性の 3 つのタイプ 

随伴性の 

タイプ 
独立型集団随伴性 依存型集団随伴性 相互依存型集団随伴性 

強化基準 80 点に達した生徒のみ強化 
E が 80 点をとった時 

グループ全員を強化 

学級の平均点が 80点に達した時 

グループ全員を強化 

各自の得点 
A：100 点 B：90点 C：80点 

D：70点 E：60点 F：50点 

A：100 点 B：90点 C：80点 

D：70点 E：80点 F：50点 

A：100 点 B：90点 C：80点 

D：70点 E：60点 F：50点 

強化される

メンバー 
A, B, C 全員が強化 平均点が 75点なので、全員強化なし 
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型集団随伴性)を比較することによって、介入の効果

を検証する ABC デザインと学級間で介入の時期を

ずらし介入の効果を検証する学級間多層ベースライ

ンを用いて、発達障がいがあると考えられる生徒が

8 名在籍する定時制高校 3クラス(8 名・14名・16 名)

において、国語科における二文以上の表現作成を標

的目標とした介入を行った。介入の結果、標的行動

の改善が見られた。 

 若林・加藤(2013)は、定時制高校 1 年生 2 クラス

とそこに在籍する発達障がいのある生徒４名を対象

にして、ABC デザイン(A期：ベースライン、B 期： 

相互依存型集団随伴性、C：非依存型集団随伴性)と

学級間多層ベースラインを用いて、漢字テストの得

点の向上に関する検証を行った。介入の結果、漢字

テストの得点の向上が見られた。 

 通常学級における学級規模の介入は 3例であった。 

大久保・高橋・野呂・井上(2006)は、小学校 4年生 1

クラス 38名を対象に、ベースライン期と介入期を交

表 2 我が国における集団随伴性に関する実証研究 

研究対象 著者 出版年 実験デザイン 随伴性のタイプ 対象児童・生徒 主な標的行動と結果 

通 常 学 級

に 在 籍 す

る 発 達 障

がい児・特

別 な 支 援

を 必 要 と

す る 児 童

生 徒 に 関

する研究 

田中・鈴木・嶋崎・松見 2010 
場面間多層ベ

ースライン 
相互依存型 

小学校 3 年生 33 名う

ち、不適切な発言の多

い児童(3名)在籍 

授業妨害行動の改善

(不適切な発言など) 

効果あり 

福森 2011 
行動問多層ベ

ースライン 
相互依存型 

発達障がい児 1 名を含 

む小学校 5 年生の児 

童 9 名 

係活動 

5行以上の 10分間作文 

今日のニュースの発表 

効果あり 

鶴見・五味・野呂 2012 AB デザイン 相互依存型 
小学校 3 年生に在籍す

る児童 2名 

給食準備行動 

効果あり 

若林・加藤 2012 

ABC デザイン 

学級間多層ベ

ースライン 

非依存型から相

互依存型の介入

へ移行 

定時制高校 3 クラス(8

名・14名・16名)、発 達

障害があると考えられ

る生徒が 8 名在 籍 

国語科における二文以

上の表現作成 

効果あり 

若林・加藤 2013 

ABC デザイン 

学級間多層ベ

ースライン 

相互依存型から

非依存型へ移行 

定時制高校 1 年生 2 ク

ラスとそこに在籍する

発達障がいのある生徒

4名 

漢字テストの得点 

効果あり 

通 常 学 級

に お け る

学 級 規 模

の研究 

大久保・高橋・野呂・井上 2006 
ABAB デザイ

ン 
相互依存型 

小学校 4 年生 1 クラス

38名 

宿題提出行動の増加 

効果あり 

遠藤他 2008 

ABAB デザイ 

ン、AB デザ イ

ン、学級間多層 

ベースライン

デザン組み合

わせ 

相互依存型 
小学校 5 年生 2 クラス

(23名・24名) 

清掃行動(きれい度・集

合時間) 

効果あり 

福本・大久保・安達  2011 
ABABC デザイ

ン 
相互依存型 小学校 4年生 36名 

授業開始時の「適切な

態度」 

効果あり 
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互に 2回くり返す ABABデザインを用いて、相互依

存型集団随伴性によって、学級全体の宿題提出行動

が増加するか検証した。介入の結果、学級全体の宿

題提出行動は増加した。 

 遠藤他(2008)は、小学校 4 年生 1 クラス(38 名)に

対して、ABAB デザイン、AB デザイン、学級間多

層ベースラインデザンを組み合わせた相互依存型集

団随伴性による介入を実施し、標的行動である清掃

行動のきれい度の向上と集合時間を短縮させた。 

 福本・大久保・安達(2011)は、小学校 4年生 36名

に対して、ABABC デザイン(A：ベースライン期、

B：集団随伴性の手続きの導入、C：セルブズモニタ

リングの手続き)を用いて、授業開始時の「適切な態

度」の適切な態度の促進を行った。なお、「セルブズ

モニタリング」という用語は、福本他の造語であり、

「セルフモニタリング」に対して、自己を含む集団

の行動を観察、記録するという意味で用いられてい

る。 

 全ての実験が相互依存型の集団随伴性を用いてい

た。そして、実験デザインは、異なる場面やグルー

プによる多重ベースラインデザインや、ABA デザイ

ンもしくは ABA デザインに何らかの介入を付け加

えたものが多かった。 

 

4.社会的妥当性に関する考察 

 社会的妥当性(social validity)とは、標的行動の改善

や用いられる手続きが、社会的価値観に沿ったもの

かどうかを示す概念である(Wolf, 1978)。集団随伴性

を用いたことにより、標的行動のパフォーマンスが

向上したり、その集団に属する児童・生徒の行動を

改善させたりすることができても、実験参加者の受

容性が低かったり、手続きや介入の効果に倫理的な

問題があってはならない。そこで、表 2に示した実

験における社会的妥当性に関する調査について、考

察することを通して集団随伴性の社会的妥当性につ

いて検討することにする。 

 授業妨害行動の改善に取り組んだ田中他(2010)の

実験では、実験終了後、学級担任に対して、介入の

効果、介入の受け入れやすさなどに関する 6件法に

よる 15 項目のアンケート調査と自由記述式のアン

ケート調査を実施した。その結果、介入の効果、受

け入れやすさについては高い評価が得られた。一方

で、「いかりをおろそう」の手続きは、学級担任一人

では困難であることが報告された。なお、児童に対

する調査は行われていなかった。 

 係活動、5行以上の 10分間作文、今日のニュース

の発表を標的行動とした福森(2011)の実験では、実

験終了後、児童に対して 4件法による 11項目の質問

調査を実施した。その結果、11 項目中 6項目がプラ

ス評価であった。また、全ての項目において平均点

でプラス評価を得た。特に、継続希望に関する項目

では、「とてもそう思う」と 100%の児童が評価した。

学級担任に対しては、4件法による 13項目アンケー

ト調査が行われた。13 項目中 12 項日がプラス評価

であった。マイナス許価であったのは、「準備の負担

軽減」に関する項目であった。 

 給食準備行動の改善を標的行動にした鶴見他

(2012)の実験では、学級担任に対して「受容度」、「効

果」、「効率性」に関する質問調査と自由記述による

アンケート調査を行った。「受容度」 に関する 22 項

目の平均が 5.6、「効果」に関する 7 項目の平均が 

4.7、「効率性」に関する 2 項目の平均が 5.0という

結果であった。また、自由記述からは、給食準備場

面だけではなく、授業時間における班での活動でも

集団随伴性が活用され、発表に参加できる児童が増

えたとの報告している。 

 定時制高校の国語科の授業において二文以上の表

現作成を標的行動とした若林・加藤(2012)の実験で

は、介入を実施した担当教師に対して、介入の事前

事後に6件法による15の項目のアンケート調査を行

い、その結果、介入後に担当教師の介入受容性は高

まったことを明らかにした。なお、生徒に対するア

ンケートは実施されていない。同じく定時制高校の

国語科の授業において漢字テストの学業成績の改善

を標的行動した若林・加藤(2013)の実験では、若林・

加藤(2012)と同様の方法を用いて、担当教師に対し

て介入の前後での集団随伴性の受容性の変化につい

て調査を行った。その結果、相互依存型集団随伴性

に関しては、担当教員の介入に関する受容性高かま

った。なお、生徒に対するアンケート調査は実施さ

れていなかった。たが、非依存型条件においては大

きな変化が生じなかった。                   
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 宿題提出行動の増加を標的行動とした大久保他

(2006)の実験では、5件法で 4項目のアンケート調査

を行った。介入の効果に関する項目に関する項目で

は「とてもそう思う」と「そう思う」と回答した児

童が合わせて 85%を超えていた。また実験の継続に

関する項目では、「とてもそう思う」と「そう思う」

と回答した児童が合わせて 70%程度であった。学級

担任に対するアンケートの結果、集団随伴性の手続

きは効果的であり、実施しやすいものであったと評

価された。 

 清掃行動に関する実験を行った遠藤他(2008)では、

児童に対して、11 項日のアンケート調査を 7 件法に

よって評価された。児童は、手続きの妥当性、効果、

手続きの受け入れ度を全体的に肯定的に評価してい

た。また学級担任に対しては、13 項目のアンケート

調査を 7 件法を用いて行った。その結果、「使用材

料の準備等、すべて担任で行う場合、負担が大きい

と思う」という項目に対して一人の学級担任が「少

しそう思う」と否定的な評価をしたが、それ以外の

項目においては肯定的な評価がなされていた。 

 これまで各実験の社会的妥当性についての結果を

レビューしてきたが、学級担任もしくは担当教員に

対するアンケート調査は全ての実験において行われ

ていることがわかった。その結果、明らかになった

ことは、学級担任もしくは担当教員は、集団随伴性

の効果や受け入れやすさについては、比較的に高く

評価していた。一方、手続きの実行に関しては負担

や困難を感じていた。また、児童生徒に関してのア

ンケート調査を行っていない実験もあったことがわ

かった。しかし、アンケートが行われた実験に関し

ては、手続きに関する理解や介入の効果、実験の継

続に関する項目では高い評価が得られていた。 

 

5.副次的効果に関する考察 

5.1 正の副次的効果 

 集団随伴性によって標的行動が改善されるだけで

はなく、正の副次的効果が付随的に出現することが

明らかになっている。集団随伴性の正の副次的効果

には以下のようなものがある。 

 第一に、集団内の仲間同士の中で、直接訓練して

いない援助行動や肯定的な社会的相互作用が生起す

ることである(Greenwood & Hops, 1981; 小島・氏森, 

1998)。鶴見他(2012)の実験では、他の児童への援助

行動に関する項目において、60％以上の児童が「声

をかけるようになった」と回答した。 

 第二に、集団の中での仲間同士の援助行動や励ま

しなどの言語行動といった向社会的行動が出現する

ことである(Greenwood & Hops, 1981)。大久保他

(2006)の実験では、担任教員は、児童が互いに賞賛

しあうようになったと報告している。遠藤他(2008)

の清掃行動に関する実験では、「友達からはげまされ

た」では、7~6 点を選択した児童と 5~3 点を選択し

た児童がそれぞれおよそ 4 割いた。福森(2011)の実

験では、「友だちからはげまされた」という問いに対

して、「とてもそう思う」と「そう思う」とプラス評

価した児童が 77.8%であった。 

 第三に、集団内での仲間同士の受容が高まり，仲

間関係が改善する可能性が高くなることである

(Jellison, Brooks, & Huck, 1984; Nevin, Johnson, & 

Johnson, 1982)。遠藤他(2008)の実験では、児童に対

するアンケート調査(7件法)で「グループメンバーへ

の信頼度が高くなった」という項目で、7~6 点を選

択した児童が一番多かった。 

 第四に、教員は個別の支援や援助などのプロンプ

トを減らすことができることである (LeFevre & 

Strain, 1989)。福森(2011)の学級担任に対する事後の

アンケートでは、「叱ることが少なくなった」や「指

導の負担が軽減した」という評価が最も高い評価の

中の 1 つとしてあげられていた。また、大久保他

(2008)の宿題提出行動の実験でも、担任教員は、「宿

題に関して叱責することが少なくなった」とコメン

トしていた。 

  

5.2 負の副次的効果 

 Greenwood and Hops(1980)は、集団随伴性の負の副

次的効果として、仲間集団からのプレッシャーや嫌

がらせがあることを報告している。また、集団随伴

性を実施した場合、こうした仲間集団からのプレッ

シャーや嫌がらせや悪口は不可避であるとの見解も

ある(Albert & Troutman, 1999 佐久間・谷・大野訳 

2004)。 

 大久保他(2006)の宿題提出行動の実験では、宿題
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に関して何らからのプレシャーを感じていた児童が

60%程度いて、友達から何か嫌なことを言われたり、

されたりしたと報告した児童が 10%程度いた。 

 遠藤他 (2008)の清掃行動の実験では、「友達から

悪口を言われて嫌な気持ちになった」や「友達から

プレッシャーを感じて辛かった」という質問項目に

対して、「とてもそう思う」「だいたいそう思う」と

回答した児童が 10％以上いた。 

 福森(2011)の実験では、「友だちから悪口を言われ

て嫌な気持ちになった」で「少しそう思う」が 1名

(11％)、「友だちからのプレッシャーを感じてつらか

った」に関しては否定的評価をした児童はいなかっ

た。 

 鶴見他(2012)の実験では、32 名のうち 5名の児童

が「準備を急がされて嫌な思いをした」と回答して

いた。また 4名の児童が「叩かれたり、悪口を言わ

れたりした」と回答していた。 

 

6.まとめ 

 集団随伴性とりわけ相互依存型集団随伴性は、集団

全体のパフォーマンスを向上させ、標的行動の改善

に有効であることから、今後、学校教育の臨床場面

において、集団随伴性を積極的に導入していくこと

の意義は大きいと考えられる。しかしながら、集団

随伴性による介入を学校教育の臨床場面に導入する

ためには、以下の点について改善が必要である。 

 第一に、学級担任の負担を減らすことである。今

回のレビューを通して明らかになったことは、集団

随伴性に対する教員の受容性は高かったものの、準

備の負担や学級担任一人での実施は難しいというこ

とであった。学校の教員の多忙化が叫ばれている中、

教員の過度な負担をかけるような実践は行うべきで

はないだろう。Greenwood and Hops(1980)は、教員へ

の要求事項が高くなるほど、教員によるプログラム

を実行しなくなり、手続きが維持されなくなること

を指摘している。今後、通常学級における集団随伴

性の実証研究が増えていけば、あらゆる学校場面を

想定したプログラムを蓄積していくことができるで

あろう。その際、学級担任一人でも実施できるよう

な準備の負担が少なく、手続きが簡便で、より効果

の高い方法論が確立されることが望まれる。  

 第 2に、負の副次的効果を極力抑えることが重要

であるということである。我が国における通常学級

の集団随伴性の実証研究においても、仲間集団から

のプレッシャーや嫌がらせ、悪口などの負の副次的

効果が生じていることが明らかになった。負の副次

的効果を抑えるためには、集団随伴性を実施する児

童生徒が標的行動を遂行能力があることを確認して

から実行することが大切である(Albert & Troutman, 

1999 佐久間ら訳 2004)。しかし、現実には学級の中

に発達障がいの児童や特別に支援しなければならな

い児童生徒が在籍しているケースがほとんどである。

そのため、最初は行動目標を低く設定し、徐々に基

準を上げていくとか、発達障がいや特別な支援が必

要な児童生徒に対しては、事前に必要なスキルを指

導していくとか、介入場面において適切な支援を行

っていくなどの工夫が必要だと考える。 

 第三に、仲間同士の社会的相互作用や援助行動な

どの正の副次的効果は児童や学級担任へのアンケー

ト調査や学級担任の主観的報告によるものが多かっ

た。集団随伴性を学級に導入する目的は、単に集団

全体のパフォーマンスを向上させ、標的行動を改善

させることだけではなく、集団随伴性の正の副次的

効果によって学級での児童生徒同士の望ましい人間

関係の構築に役立つことの意義が大きい。そのため、

今後は、集団随伴性の標的行動だけではなく、その

正の副次的効果に関しても実際の行動を観察して測

定し、客観的なデータを元にして実証していくこと

が重要になってくるであろう。 

 第四に、集団随伴性の効果をより高めるための強

化の方法を確立していくことである。Greenwood and 

Hops(1981)は、集団随伴性を用いたプログラムでは、

パックアップ強化子の提示が重要な要素であると指

摘している。そのため、集団随伴性とトークンエコ

ノミーシステムを組み合わせた介入が有効であると

考えられる。トークンエコノミーシステムとは、望

ましい行動が生起したらトークン強化子(ポイント

やシールなど)を与え、そのトークンがあらかじめ決

めておいた基準に達したら、自由時間や特別な活動

などのバックアップ強化子を与えるシステムのこと

である。学校教育において、学級活動や学校行事に

取り組む際、学級の目標や個人のめあてを立てさせ
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て取り組むことが多い。その意味で、トークンエコ

ノミーシステムは、学級集団や個人の取り組みに応

じてトークン強化子を与え、その達成の程度によっ

てバックアップ強化子を与える仕組みは、学校の教

育場面に適した方法論だと言える。したがって、集

団随伴性にトークンエコノミーシステムを組み合わ

せた学級規模の介入によって大きな効果を得ること

が期待できるであろう。集団随伴性は、児童生徒の

行動変容させるために、仲間集団の力を利用し、仲

間集団は、児童生徒の学業面、社会面において望ま

しい行動の頻度を上げる効果をもっている

(Greenwood & Hops, 1981)。小松(2002)は、「学級」は、

種々の要因によって集まった多様な子どもと教員と

の間でつくり上げられていくものであり、その過程

で様々な葛藤や摩擦が生じやすく、学級が集団とし

て成長していく過程では、葛藤や摩擦はあってはな

らないものではなく、集団を形成・発展させるため

の「自然な成り行き」であることを指摘している。

集団随伴性による介入は、児童生徒同士の励ましの

言葉などの社会的相互作用や援助行動など向社会的

行動などの正の副次的効果ばかりでなく、これまで

論じてきたように仲間によるプレッシャーや悪口や

嫌がらせなどの負の副次的効果も 1割程度は発生す

ることが明らかになってきている。この 1割の負の

副次的効果こそが、小西(2002)のいう学級における

葛藤や摩擦の場面に相当するのではないだろうか。

むろんいじめの原因となるような負の副次的効果が

出現することは倫理的に許されるものではなく、そ

うしたことが予想される場合は集団随伴性を学級に

導入することは避けるべきである。しかしながら、

児童生徒に標的行動を遂行する能力が備わっており、

発達障がいや特別に支援する児童や生徒をフォロー

する環境が整っているのであれれば、児童生徒同士

の摩擦や葛藤場面が出現することを想定した上で、

集団随伴性による介入を積極的に学級に導入し、学

級における葛藤や摩擦の場面を乗り越えさせること

が、児童生徒に集団としての成功体験を経験させる

につながり、学級集団としての成長と共に、児童生

徒同士の望ましい人間関係の構築へと繋がるのでは

ないだろうか。もしも、このような環境が整ってい

ない場合は、標的行動の実行が難しい児童生徒に対

して、事前に標的行動が実施可能になるような個別

のトレーニングを行う必要がある。また、特別支援

の支援員を配置するなど、学校体制を整える必要が

ある。こうした学校体制が整わない場合は、対象児

童生徒に対して学級担任が細やかな支援を行うと同

時に、その他の児童生徒に対して困っている友達に

対して、プレッシャーや悪口、嫌がらせをするより

も、援助的な行動を行う方が長期的にみて大きな利

益を得ることができ、援助的な行動を行った児童生

徒の周囲の評価が上がることを価値づけるような指

導を日頃から行っておく必要があるだろう。 
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